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予算編成について  
 
 我が国の状況は、景気は穏やかに回復しており、家計所得や投資が

増加し、景気の回復基調が続くことが期待されていますが、消費税率

引上げに伴う駆け込み需要への反動が見込まれるなど不安定な状況で

す。  
 

当市におきましては、市長の掲げる政策理念及び第５次総合計画に

掲げた市の将来像の実現に向け、施策を着実に実現するため、特に子

育て関連経費などを優先的に予算編成しました。  
 

 歳入の根幹となる市税は、人口増や新築家屋の増加等が見込まれる

ことから、対前年度比 2 億 6 千万円余（2.8％）の増加を見込んでいま

す。また、市税の歳入予算額に占める割合は、60.4％となっておりま

す。  
 

また、各基金からの繰入金は、長久手中央土地区画整理関連事業等

のために公共施設等整備基金から 2 億円、都市計画事業推進のために

都市計画施設建設基金から 5 千万円、財政調整基金から 4 億円とし、

総額 6 億 5 千万円を取り崩します。  
 
 歳出面では、扶助費は、児童手当等の増額により対前年度比 1 億 9
千万円余（7.6％）の増加、補助費等は、子育て支援減税手当等により  
4 億 4 千万円余（44.8％）の増加、投資的経費は、市が洞小学校校舎

増築事業の完了等により 1 億 8 千万円余（△10.0％）の減少となりま

した。  
 
 新年度予算編成においては、部配当・枠配当制度により各部課長に

よる予算査定を実施し、各事務事業においては、重要性、緊急性、効

率性の観点から厳しい選択を行い、財政の健全性の確保に努めました。 
 
 その結果、一般会計予算額を 160 億 1 千万円とし、特別会計を含め

た総予算額を 262 億円 2 千万円余としました。  



 

予算の概要 

１ 各会計の予算規模 

 平成 26 年度の一般会計の予算規模は、160 億 1 千万円で、東小学校校

舎増築工事や民間保育所への保育委託などにより、対前年度比 3 億 3 千

万円・2.1%の増加となっています。また、特別会計の予算規模は、102

億 1,377 万 1 千円で、公園西駅周辺土地区画整理事業や卯塚墓園整備事

業が本格化することなどから、対前年度比 17 億 6,964 万 8 千円・21.0％

の増加となっています。 

一般会計と特別会計の合計は、262 億 2,377 万 1 千円で、対前年度比

20 億 9,964 万 8 千円・8.7％の増加となっています。 

 

単位:千円・％ 

会 計 名 平成26年度 平成25年度 差　引 増減率

一 般 会 計 16,010,000 15,680,000 330,000 2.1

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

3,838,283 3,673,754 164,529 4.5

土 地 取 得
特 別 会 計

301,604 304,898 △ 3,294 △ 1.1

公共下水道事業
特 別 会 計

1,427,018 1,390,188 36,830 2.6

農村集落家庭排
水施設特別会計

97,259 95,704 1,555 1.6

介 護 保 険
特 別 会 計

2,090,779 2,052,675 38,104 1.9

後期高齢者医療
特 別 会 計

704,578 674,638 29,940 4.4

卯 塚 墓 園 事 業
特 別 会 計

313,520 36,488 277,032 759.2

公園西駅周辺土地
区 画 整 理 事 業
特 別 会 計

1,440,730 215,778 1,224,952 567.7

特 別 会 計 小 計 10,213,771 8,444,123 1,769,648 21.0

合 計 26,223,771 24,124,123 2,099,648 8.7
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２ 一般会計歳入予算の概要 

(1) 市税の状況 

 市税は、96 億 6,826 万 9 千円で、対前年度比 2 億 6,747 万 4 千円・

2.8％の増加を見込んでいます。市民税は、46 億 6,532 万 8 千円で、

対前年度比 2 億 2,395 万 6 千円・5.0％の増加で、その内訳は、個人

分は 40 億 4,939 万 1 千円（対前年度比 1 億 5,737 万 5 千円・4.0％増

加）、法人分は 6 億 1,593 万 7 千円（対前年度比 6,658 万 1 千円・12.1％

増加）としました。 

 また、固定資産税は、39 億 9,999 万 6 千円（対前年度比 8,799 万 3

千円・2.2％増加）としました。 

 

市税の状況                      単位:千円・％ 

平成26年度 平成25年度 差　引 増減率

4,665,328 4,441,372 223,956 5.0

個 人 分 4,049,391 3,892,016 157,375 4.0

法 人 分 615,937 549,356 66,581 12.1

3,999,996 3,912,003 87,993 2.2

652,403 643,638 8,765 1.4

282,329 300,789 △ 18,460 △ 6.1

18,500 54,602 △ 36,102 △ 66.1

49,713 48,391 1,322 2.7

9,668,269 9,400,795 267,474 2.8

60.4 60.0 0.4

その他の税（軽自 動車
税 、 特 別 土 地 保 有 税）

合 計

一 般 会 計 に 占 め る
市 税 の 割 合

税 目

市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

市 た ば こ 税

入 湯 税
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(2) 繰入金 

繰入金は、6 億 5,000 万 5 千円で対前年度比 5 億 1,000 万円（△44.0％）

の減少となっています。 

（内訳） 

公共施設等整備基金から  200,000 千円 

財政調整基金から     400,000 千円 

都市計画施設建設基金から  50,000 千円 

各特別会計繰入金として        5 千円 

 

(3) 市債 

市債は 4 億 5,000 万円で、対前年度比 2 億 7,000 万円（△37.5％）

の減少となっています。 

（内訳） 

長久手中央土地区画整理事業債  230,000 千円 

公園西駅土地区画整理関連事業債  64,000 千円 

東小学校校舎増築事業債     156,000 千円 

 

(4) 財政指標（平成 24 年度決算） 

経常収支比率 81.4％   （平成 23 年度：81.2％） 

財政力指数（単年度）1.01 （平成 23 年度：1.04） 

実質債務比率 83.7％   （平成 23 年度：73.0％） 

基金現在高比率 56.1％  （平成 23 年度：62.6％） 

 

(5) 健全化判断比率（平成 24 年度決算） 

  実質赤字比率    －  （早期健全化基準 13.42％） 

  連結実質赤字比率  －  （早期健全化基準 18.42％） 

  実質公債費比率  0.3％   （早期健全化基準  25.0％） 

  将来負担比率    －  （早期健全化基準 350.0％） 
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(6) 歳入予算比較表                単位：千円・％ 

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

自 1 市 税 9,668,269 60.4 9,400,795 60.0 267,474 2.8

依 2 地 方 譲 与 税 113,000 0.7 125,000 0.8 △ 12,000 △ 9.6

依 3 利子割交付金 25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0

依 4 配当割交付金 55,000 0.3 20,000 0.1 35,000 175.0

依 5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金 8,000 0.0 5,000 0.0 3,000 60.0

依 6
地 方 消 費 税
交 付 金 650,000 4.1 480,000 3.1 170,000 35.4

依 7
自動車取得税
交 付 金 30,000 0.2 70,000 0.4 △ 40,000 △ 57.1

依 8
地 方 特 例
交 付 金 50,000 0.3 45,000 0.3 5,000 11.1

依 9 地 方 交 付 税 42,000 0.3 50,000 0.3 △ 8,000 △ 16.0

依 10
交通安全対策
特 別 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

自 11
分 担 金 及 び
負 担 金 305,113 1.9 240,763 1.5 64,350 26.7

自 12
使 用 料 及 び
手 数 料 148,928 0.9 150,112 1.0 △ 1,184 △ 0.8

依 13 国 庫 支 出 金 2,079,542 13.0 1,672,922 10.7 406,620 24.3

依 14 県 支 出 金 890,825 5.6 733,363 4.7 157,462 21.5

自 15 財 産 収 入 11,940 0.1 24,235 0.2 △ 12,295 △ 50.7

自 16 寄 附 金 82,239 0.5 76,159 0.5 6,080 8.0

自 17 繰 入 金 650,005 4.1 1,160,005 7.4 △ 510,000 △ 44.0

自 18 繰 越 金 100,000 0.6 100,000 0.6 0 0.0

自 19 諸 収 入 640,139 4.0 571,646 3.6 68,493 12.0

依 20 市 債 450,000 2.8 720,000 4.6 △ 270,000 △ 37.5

16,010,000 100.0 15,680,000 100.0 330,000 2.1

自主財源 11,606,633 72.5 11,723,715 74.8 △ 117,082 △ 1.0

依存財源 4,403,367 27.5 3,956,285 25.2 447,082 11.3

一般財源 11,233,011 70.2 10,794,746 68.8 438,265 4.1

特定財源 4,776,989 29.8 4,885,254 31.2 △ 108,265 △ 2.2

※区分の「自」は自主財源、「依」は依存財源

差引 増減率区分

歳　入　合　計

款 名　　　称
平成26年度 平成25年度
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３ 一般会計歳出予算の概要 

(1) 一般会計歳出予算目的別比較表         単位：千円・％ 

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

1 議 会 費 210,438 1.3 221,865 1.4 △ 11,427 △ 5.2

2 総 務 費 1,990,783 12.4 2,265,886 14.5 △ 275,103 △ 12.1

3 民 生 費 6,231,892 38.9 5,637,093 36.0 594,799 10.6

4 衛 生 費 1,085,911 6.8 1,105,998 7.1 △ 20,087 △ 1.8

5 農 林 水 産 業 費 182,001 1.1 199,302 1.3 △ 17,301 △ 8.7

6 商 工 費 80,076 0.5 80,206 0.5 △ 130 △ 0.2

7 土 木 費 2,553,964 16.0 2,001,250 12.8 552,714 27.6

8 消 防 費 620,709 3.9 581,796 3.7 38,913 6.7

9 教 育 費 2,384,061 14.9 2,587,609 16.5 △ 203,548 △ 7.9

10 災 害 復 旧 費 2,409 0.0 2,408 0.0 1 0.0

11 公 債 費 647,756 4.0 976,587 6.2 △ 328,831 △ 33.7

12 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

16,010,000 100.0 15,680,000 100.0 330,000 2.1歳　　出　　合　　計

款 名　　　称
平成26年度 平成25年度

差引 増減率
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(2) 一般会計歳出予算性質別比較表         単位：千円・％ 

 

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

3,672,593 22.9 3,531,617 22.5 140,976 4.0

う ち 職 員 給 2,390,515 14.9 2,291,258 14.6 99,257 4.3

2,722,776 17.0 2,529,363 16.1 193,413 7.6

647,756 4.0 976,587 6.2 △ 328,831 △ 33.7

7,043,125 44.0 7,037,567 44.9 5,558 0.1

3,623,514 22.6 3,358,844 21.4 264,670 7.9

292,159 1.8 287,969 1.8 4,190 1.5

1,434,399 9.0 990,432 6.3 443,967 44.8

5,350,072 33.4 4,637,245 29.6 712,827 15.4

1,674,058 10.5 1,861,186 11.9 △ 187,128 △ 10.1

2,409 0.0 2,408 0.0 1 0.0

1,676,467 10.5 1,863,594 11.9 △ 187,127 △ 10.0

57,434 0.4 60,783 0.4 △ 3,349 △ 5.5

50,000 0.3 331,000 2.1 △ 281,000 △ 84.9

1,812,902 11.3 1,729,811 11.0 83,091 4.8

1,920,336 12.0 2,121,594 13.5 △ 201,258 △ 9.5

20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

16,010,000 100.0 15,680,000 100.0 330,000 2.1

区　　分

平成26年度 平成25年度

差引 増減率

積 立 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

義 務 的 経 費 小 計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

消 費 的 経 費 小 計

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 費

投 資 的 経 費 小 計

投 資 及 び
出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

その他の経費小計

予 備 費

歳 出 合 計
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４ 特別会計予算の概要 

(1) 国民健康保険特別会計予算 

予算総額は、38 億 3,828 万 3 千円で、保険給付費等の増加により対

前年度比 1 億 6,452 万 9 千円（4.5％）の増加となっています。 

 

(2) 土地取得特別会計予算 

予算総額は、3 億 160 万 4 千円で、対前年度比 329 万 4 千円（△1.1％）

の減少となっています。 

 

(3) 公共下水道事業特別会計予算 

 予算総額は、14 億 2,701 万 8 千円で、対前年度比 3,683 万円（2.6％）

の増加となっています。 

 

(4) 農村集落家庭排水施設特別会計予算 

 予算総額は、9,725 万 9 千円で、対前年度比 155 万 5 千円（1.6％）

の増加となっています。 

 

(5) 介護保険特別会計予算 

 予算総額は、20 億 9,077 万 9 千円で、対前年度比 3,810 万 4 千円

（1.9％）の増加となっています。 

 

(6) 後期高齢者医療特別会計予算 

 予算総額は、7 億 457 万 8 千円で、後期高齢者医療広域連合納付金

の増加により対前年度比 2,994 万円（4.4％）の増加となっています。 

 

(7) 卯塚墓園事業特別会計予算 

 予算総額は 3 億 1,352 万円で、卯塚墓園整備工事の実施等により対

前年度比 2 億 7,703 万 2 千円（759.2％）の増加となっています。 

 

(8) 公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計予算 

 予算総額は 14 億 4,073 万円で、街区整備工事や物件移転補償の実

施等により対前年度比 12 億 2,495 万 2 千円（567.7％）の増加となっ

ています。 

 

- 8 -



予算額（千円）

　

議会事務
局

議会録画映像配
信事業（継続）

985
　議会一般質問の録画をインターネットで配信し、議会
の活性化、情報公開に努めます。
　

予算額（千円）

　

会計課
歳入事務電算処
理業務委託（継
続）

6,999
　金融機関等に納められた税金や使用料等を歳入する事
務の一部を電算化することで、処理時間の短縮や処理の
正確性を向上させ、事務の合理化・効率化を図ります。
　

予算額（千円）

　

経営管理
課

行政改革推進委
員会（継続）

701

　効率的な行財政運営を実現するため、行政評価を実施
し、行政が行う事業の評価・改善を行っています。行政
改革推進委員会では、行政評価の客観性や透明性を高め
ることを目的に、担当課が自らが実施した事業への自己
評価に対して委員が評価を行います。
　

　

経営管理
課

地域公共交通会
議（継続）

4,241

　地域公共交通会議は、公共交通の利便の増進を図り、
地域ニーズに即した輸送サービスの実現に必要な事項を
協議しています。平成２６年度からは新たな計画のも
と、公共交通の維持確保に関する評価等、事業者と利用
者双方が公共交通を支える仕組みについて検討します。
　

　

経営管理
課

自治基本条例策
定事業（継続）

3,388

　住民自治や市民と行政の協働をさらに促進するにあた
り、住民自治・協働に関する基本的方針等を定めるた
め、自治基本条例を策定します。平成２６年度は住民主
体の条例づくりに向けて、庁内体制の整備など策定準備
に取り組みます。
　

　

経営管理
課

ながくて幸せの
モノサシづくり
事業（継続）

2,124

　「新しいまちづくり行程表」の目標である「幸福度の
高いまち＝日本一の福祉のまち」の実現に向けて、幸せ
実感調査結果を基に、みんなで共有できる尺度として、
「ながくて幸せのモノサシづくり」に取り組みます。
　

　

情報課
広報紙作成事業
（継続）

23,813

　市政に関する情報や行事、お知らせなどについて、市
民や市を訪れる人に知っていただくため、広報ながくて
を月１回発行し、全戸配布するほか、市内各公共施設や
大学などに設置します。
　

５　各部等の主要・新規事業

課　名 事業名 事業の概要

　(1)　議会

　(2)　会計課

課　名 事業名 事業の概要

　(3)　行政経営部

課　名 事業名 事業の概要
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

情報課
ケーブルテレビ
番組制作・放送
事業（拡大）

27,612

　市政情報番組「Weeklã ながくて」（３０分）と
「メープルスペシャル」（３０分、２本）を制作し、住
民への行政情報等を提供します。また、平成２６年度か
らは新たに制作した番組をインターネットで配信し、ど
こでも番組を閲覧できる環境を整えます。
　

　

情報課
グループウェア
システム等更新
事業（継続）

23,296

　職員間の情報共有基盤として利用しているグループ
ウェアシステムを更新するとともに、平成２６年４月９
日にWindowsXPのサポートが終了するため、インター
ネット接続が想定される端末等も合わせて更新します。
　

　

情報課
社会保障・税番
号制度対応事業
（新規）

19,108
　社会保障・税番号制度の導入による庁内調整と住民情
報システムの改修を行います。

　

予算額（千円）

　

行政課
行政手続支援業
務委託（新規）

1,620

　各種申請に対する行政処分の状況を点検し、処分ごと
に審査基準又は処分基準を設定した個票を作成、更新す
ることにより、行政運営をより効果的・効率的に行いま
す。
　

　

財政課
本庁舎空調機改
修事業（新規）

4,353
　老朽化した市役所本庁舎空調設備を入れ替えるため、
平成２６年度は改修工事の設計を行います。
　

　

財政課
本庁舎照明器具
ＬＥＤ化事業
（新規）

1,050
　市役所本庁舎の照明器具 約500本の全てを、５年間の
リース契約によりＬＥＤ照明に入れ替えし、電気料金の
削減を図ります。
　

　

財政課
市役所庁舎等環
境整備事業（新
規）

17,029
　市役所を訪れる市民の利便性向上のため、昭和４０年
代に整備され、老朽化が進んだ市役所庁舎等の一部施設
を改修し、環境整備を行います。
　

　

財政課
市役所周辺整備
構想作成事業
（新規）

1,000
　庁舎整備や駐車場確保などの課題について調査を行
い、本市の将来人口等を見据えた市役所周辺整備の基本
構想を作成します。
　

　

税務課
当初課税等業務
委託（拡大）

15,569
　電算業務の一部を外部委託し、課税準備を円滑にかつ
適正に進めます。
　

　

税務課
固定資産税シス
テム業務委託
（継続）

11,729
　平成２６年度固定資産税課税のための電算処理及び作
業等を行います。また、平成２７年度に実施する固定資
産評価基準の評価替えに向けた準備作業も含みます。
　

課　名 事業名 事業の概要

　(4)　総務部
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

税務課 市税の歳入 9,579,668

　平成２６年度の市税総額（滞納繰越分を除く。）は、
平成２５年度当初予算額93億1,419万4千円と比較して
2.9％（2億6,547万4千円）増の95億7,966万8千円を見込
みました。
　各税別に見ると、個人市民税は平成２５年度の決算見
込額に人口増に伴う増収分を加え、また、防災施策に充
てる目的で均等割額が年500円加算される影響もあり、
対前年度当初予算比4.0％（1億5,537万5千円）増の39億
9,739万1千円としています。法人市民税は、不況から若
干の景気回復を想定し、対前年度当初予算比12.1％
（6,658万1千円）増の6億1,543万7千円としています。
また、固定資産税においても、平成２５年度の決算見込
額に、新築家屋の影響等を加え、対前年度当初予算比
2.3％（8,761万3千円）増の39億4,691万7千円とし、同
じく都市計画税も対前年度当初予算比1.4％（876万5千
円）増の6億4,790万3千円としています。
　

単位：千円

平成26年度 平成25年度 差引(C) 伸び率

予算額(A) 予算額(B) ((A)-(B)) (C)/(B)%

市民税(個人) 3,997,391 3,842,016 155,375 4.0

市民税(法人) 615,437 548,856 66,581 12.1

固定資産税 3,946,917 3,859,304 87,613 2.3

国有資産等交付金 22,079 21,699 380 1.8

軽自動車税 49,111 47,789 1,322 2.8

市たばこ税 282,329 300,789 △ 18,460 △ 6.1

特別土地保有税 1 1 0 0.0

都市計画税 647,903 639,138 8,765 1.4

入湯税 18,500 54,602 △ 36,102 △ 66.1

計 9,579,668 9,314,194 265,474 2.9

税　目

※滞納繰越分を除く。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

収納課

愛知県豊田尾張
東部地方税滞納
整理機構負担金
（継続）

600

　地方税の滞納整理の専門機関である愛知県豊田尾張東
部地方税滞納整理機構（構成団体：愛知県・日進市・み
よし市・東郷町・長久手市）へ負担金を支出し、機構と
連携して徴収率の向上に努めます。
　

予算額（千円）

　

たつせが
ある課

コミュニティ活
動事業費補助金
（継続）

7,049
　自治会連合会・区会に対し、地域の課題を解決するた
めの事業実施に必要な経費を補助します。

　

　

たつせが
ある課

男女共同参画事
業（拡大）

457

　市民向けの啓発・ＰＲ事業として、新たに男女共同参
画啓発出前講座を事業所や地域団体向けに行い、男女が
ともに尊重し合い、心を通わせる絆のまちづくりを推進
します。
　

　

たつせが
ある課

住民プロジェク
ト推進事業（継
続）

5,229

　市民ワークショップを通じて、地域課題に対応したプ
ロジェクトを企画・実施することで、次世代のまちづく
りの担い手を発掘・育成し、市民一人ひとりに役割と居
場所があるまちの仕組みづくりを進めます。
　

　

たつせが
ある課

地域共生ステー
ション整備事業
（継続）

3,124
　市民が集まり、語らい、地域のための取組を行う拠点
となる市内２か所目の地域共生ステーションを、市民
ワークショップの意見を反映させながら整備します。
　

　

安心安全
課

巡回バス運行業
務負担金（継
続）

90,744

　市内の交通空白地帯の解消や、高齢者や子ども等交通
弱者の社会参加促進等を目的とし、住民にとって身近で
使いやすいコミュニティバス（Ｎ－バス）の運行を行い
ます。また、到着時間をタイムリーに知ることのできる
バスロケーションシステムの導入により、より一層使い
やすくなることを目指します。
　

　

安心安全
課

巡回バス運行計
画検討事業（新
規）

3,932

　前回の見直しから３年が経ち、Ｎ-バス運行は新たな
利用者ニーズに対応する必要性が高まっています。市民
の意見を聞き、利用実態調査を行い、ニーズに的確に対
応する路線計画案を策定します。また、それに伴い、Ｎ
-バスの理念、目的、あり方等を市民の皆さんと一緒に
検討していただきます。
　

　

安心安全
課

防犯街路灯設置
事業（継続）

7,889

　防犯街路灯設置事業を継続していきますが、平成２５
年度から新設及び器具取替の際に、LED灯設置を導入し
ています。従来の蛍光灯に比べ光熱費が低く、CO2の削
減効果や、器具寿命が長いため維持管理事務に係る人件
費が抑えられるといった費用対効果が期待できます。平
成２６年度も引き続き、新設及び器具取替の際にLED防
犯街路灯を設置していきます。
　

課　名 事業名 事業の概要

　(5)　くらし文化部
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

安心安全
課

自主防災倉庫・
資機材　新規貸
与事業（拡大）

8,250

　一定の条件を満たした組織に対し､自主防災倉庫及び
自主防災資機材を貸与していますが、これまでのように
決められた資機材を貸与するのではなく、点数による選
択制とし､地区の特性に応じた資機材を貸与すること
で、自主防災組織の支援を強化します。
　

　

環境課
太陽光発電シス
テム設置補助金
（継続）

4,000
　温室効果ガスを排出しないクリーンエネルギーで、地
球温暖化防止に寄与する太陽光発電の設置を推進するた
め、引き続き補助金を交付します。
　

　

環境課
外来種対策等検
討事業（新規）

2,376
　平成２４年度から２年にわたり実施した自然環境調査
の結果を踏まえ、外来種対策を市民とともに検討しま
す。
　

　

環境課
卯塚墓園整備事
業（特別会計）
（継続）

313,520
　新しい市民の定住化による墓地需要に対応し、将来に
わたり安定した墓地供給ができるよう、卯塚墓園拡充の
実施設計及び工事を行い、整備を進めます。
　

　

環境課
粗大ごみ電話受
付等業務委託
（新規）

4,669

　粗大ごみ予約の利便性を高めるため、年末年始を除く
土・日・祝日まで電話予約の受付日を拡大（受付時間は
午前８時３０分から午後５時まで）するほか、２４時間
インターネットで予約ができるウェブ予約システムも導
入します。
　

　

産業緑地
課

田園バレー交流
施設外壁塗装事
業（新規）

2,376

　平成１９年の施設整備から６年が経過し、日光や風雨
により劣化した田園バレー交流施設の木材の外壁を塗装
します。産地直売所の北側を除く外壁全面に木材保護塗
料を塗装することで、外壁の色あせ、腐敗、カビを防
ぎ、耐候性を高めます。（農産物直売所（北側除く。）
171.8㎡　地域食材供給施設（全面）　125.6㎡）
　

　

産業緑地
課

農家基本台帳シ
ステム更新事業
（新規）

5,110
　導入済の農家台帳システムのOS（WindowsXP）がサ
ポート終了となるため、システム更新を行います。

　

　

産業緑地
課

農業施策個別プ
ロジェクト推進
事業（新規）

1,305

　農の持つ多面的機能を活用した長久手らしい農業のあ
りかたを市民とともに考え、長久手市農業の抱える諸問
題を解決し「農のあるくらし・農のあるまち」を実現す
る個別プロジェクトを推進します。
　

　

産業緑地
課

緑化施策等推進
業務委託（新
規）

1,600

　平成２７年９月に全国都市緑化フェアが愛・地球博記
念公園で開催されます。開催自治体として、市街地から
水田・里山まで都市と農村の両面を持つ長久手市の特徴
を生かした景観形成に取り組むため、緑化政策の推進を
市民とともに検討します。
　

　

生涯学習
課

古戦場公園再整
備事業（新規）

3,000
　長久手古戦場野外活動施設の見直しを含め、古戦場公
園一帯を有効活用するために、市民のニーズに応えた基
本構想を策定します。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

生涯学習
課

スポーツターミ
ナル構想策定事
業（新規）

1,596

　杁ケ池体育館を始めとした市内スポーツ施設の老朽化
が進んでいる現状を踏まえ、第５次総合計画で掲げた、
健康スポーツ拠点「スポーツターミナル」の整備方針に
基づき、今後１０年を目途とした新たな施設整備構想の
具現化に着手します。
　

　

文化の家
文化の家大規模
改修事業（新
規）

12,000

　平成２５年度に実施した大規模改修に係る調査結果を
踏まえ、市民や利用者からの意見等を十分に聞き、ニー
ズに応えた改修内容を具体的に検討し、平成２６年度は
大規模改修工事の実施設計を行います。
　

　

文化の家
事業・公演等
（継続）

33,529

　平成２５年度より行っている市民参画プロジェクト
（広く交流し意見を聞く場、舞台見学会、住民企画支援
事業）を推進します。おんぱくやアートフェスティバル
は、市民や市内の団体と連携して市内全域で行い、地域
の文化リーダーの育成を目指します。
　

　

文化の家
アートスクール
等（継続）

6,058

　地域住民が交流し、自主的な文化創造活動を行うきっ
かけづくりとして、地元の講師による長期講座や親子向
けワークショップを充実します。また、演劇によるコ
ミュニケーションづくりや気軽な音楽鑑賞の場を提供し
ます。
　

　

文化の家
ホームページ作
成事業（新規）

3,020

　市民に親しみやすく、様々な情報が整理され、かつ楽
しくデザイン性の高い魅力あるホームページを作成しま
す。機能についても、ＳＮＳを組み合わせて、市民との
双方向性を高めます。
　

予算額（千円）

　

福祉課
障害者基本計画
策定事業（新
規）

2,500

　障害者基本法に基づく第２次障害者基本計画の計画期
間が平成２７年度で終了するため、改定作業に着手しま
す。また、同計画に基づく第３期障害福祉計画も平成２
６年度で終了するため、併せて次期計画の改定を行いま
す。
　

　

福祉課
障がい者相談支
援事業（拡大）

11,271

　平成２６年度までに障がい福祉サービス利用者すべて
にサービス等利用計画書を作成する必要があるなど、支
援事業に対する機能強化が求められていることから、事
業の整備と拡大を図ります。
　

　

福祉課
障害者自立支援
給付（継続）

350,207

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律が制定され、難病等が障がい者の定義に加わる
など、サービス基盤の整備が必要となります。障がいの
ある方の日常生活や社会生活の支援を行うため、サービ
スの給付を行います。
　

　(6)　福祉部

課　名 事業名 事業の概要
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

福祉課
社会福祉協議会
補助金（拡大）

87,587

　長久手市社会福祉法人の助成に関する条例等に基づ
き、市の福祉行政において大きな役割を担っている社会
福祉協議会に、社会福祉の推進を目的とする事業費等を
補助します。
　

　

福祉課
支え合いマップ
策定事業（新
規）

757

　参加者が各小学校区におけるマップづくりの中心とな
り、地域にどのような困っている人がいるのか、どのよ
うな人のつながりや支え合いがあるのかを再確認して、
地域の見守り体制の充実を図ります。
　

　

福祉課
要援護者システ
ム導入事業（新
規）

199

　高齢者実態把握調査と避難行動要支援者登録制度のシ
ステム管理を一体化して、災害時はもちろん平常時にお
いても、地域で要援護者を見守る体制づくりを推進しま
す。
　

　

福祉課
臨時福祉給付金
給付事業（新
規）

96,177
　消費税率の引上げに際し、低所得者に与える負担の影
響に配慮した暫定的・臨時的な措置として、国の方針に
基づいた給付事業を行います。
　

　

福祉課
生活困窮者自立
促進支援モデル
事業（新規）

10,834

　県内市で唯一モデル事業に参画し、生活困窮者が深刻
な状態になる前に、包括的、継続的な自立支援を行いま
す。平成２６年度は国のモデル事業として、自立相談支
援事業と就労訓練（中間的就労）事業を行います。
　

　

長寿課
生きがいセン
ター空調機取替
事業（新規）

14,688
　平成４年度の建設以来、２０年以上経過している生き
がいセンターの空調機器の入れ替えを行います。

　

　

長寿課
包括的支援事業
（拡大）

36,696

　介護予防のために実施する地域支援事業のうち、介護
予防ケアマネジメント業務、総合相談業務、権利擁護業
務及び包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の４業
務を、包括的支援事業として市内２か所の地域包括支援
センターに委託します。
　

　

長寿課
在宅医療福祉連
携事業（新規）

4,858

　医師、看護職員、ケアマネージャーなど、多くの職種
の協働による包括的・継続的な在宅医療・介護の支援体
制が構築できるよう、電子連絡帳の導入や多職種による
連携会議、研修会等を開催し、連携が可能になる仕組み
を整備します。
　

　

長寿課
高齢者支援シス
テム導入事業
（新規）

2,056

　福祉サービスを必要とする高齢者に適切なサービスを
提供するため、実態把握した地域の高齢者情報や福祉
サービス情報を管理するシステムを導入し、高齢者の見
守り体制を強化します。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

長寿課
福祉の家屋上外
壁等改修事業
（新規）

4,666

　福祉の家の外壁劣化を防ぎ、漏水対策を行うことで、
建物本体の延命及び今後の修繕費用の低減を図ります。
平成２６年度は、改修工事に先立って躯体の状態を調査
診断し、工事の実施設計及び長期修繕計画を作成しま
す。
　

　

長寿課
緊急通報システ
ム設置事業（継
続）

9,592

　在宅で急病や事故などに遭うリスクが高い、ひとり暮
らし高齢者、７５歳以上のみの世帯、重度身体障がい者
及びシルバーハウジング入居者について、居宅に緊急通
報システムを設置することで、日常生活上の不安を軽減
し、円滑な救助及び援助を行います。
　

　

長寿課
「食」の自立支
援事業（拡大）

12,261

　在宅のひとり暮らし高齢者、７５歳以上のみの世帯を
対象に給食の宅配を行い、合わせて栄養管理や安否確
認、急病や事故など緊急事態へも対応することで、安心
して暮らせるまちづくりに貢献します。平成２６年度か
らサービスを拡充し、土・日・祝日の配食も実施しま
す。
　

　

子育て支
援課

子ども・子育て
支援計画策定事
業（新規）

2,543
　平成２５年度に実施した「子ども・子育て支援事業計
画策定基礎調査」を基に、子ども・子育て支援のための
施策を総合的に推進するための計画を策定します。
　

　

子育て支
援課

出産祝金支給事
業（継続）

9,000

　子どもの誕生を祝うとともに子育てを支援することを
目的として、第３子以降の出産に対し、対象児一人につ
き１０万円の祝い金を支給します。保護者について、対
象児出生前１年以上の住民登録があること、市税等の滞
納がないこと等の要件があります。
　

　

子育て支
援課

児童手当支給事
業（継続）

1,157,769

　家庭等における生活の安定や、次の社会を担う児童の
健やかな成長に役立ててもらうため、３歳未満と、３歳
以上小学校修了前で第３子以降の子ども一人につき月額
15,000円、３歳から小学校修了前の第１子・第２子及び
中学生の子ども一人につき月額10,000円を支給します。
なお、平成２４年６月から所得制限を設けており、所得
が限度額を超える場合は、月額5,000円を支給します。
　

　

子育て支
援課

子育て世帯臨時
特例給付事業
（新規）

108,194

　消費税率の引上げに際して、子育て世帯への影響を緩
和し、合わせて消費の下支えを図るため、国の方針に基
づいて臨時の給付措置を行います。支給額は対象児童一
人当たり１万円、支給回数は１回限りになります。
　

　

子育て支
援課

子育て支援減税
手当給付事業
（新規）

114,294

　消費税率の引上げに際して、子育て世帯への影響を緩
和するため、愛知県の子育て支援減税手当給付事業とし
て、対象児童一人当たり１万円を支給します。支給回数
は１回限りになります。
　

　

子育て支
援課

長久手南児童館
空調機取替事業
（新規）

4,256
　長久手南児童館工作集会室及び図書室の空調機が老朽
化しているため取替えを行います。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

子育て支
援課

病児・病後児保
育事業（新規）

11,794

　児童の病気時や病気からの回復期で集団保育が困難で
あり、保護者も就労等で保育できない時に利用できる保
育サービスとして、病児・病後児保育を開始します。病
児保育は、病児用の専用スペースを持つ病院の一部で、
病後児保育は、市内保育園の専用スペースで実施しま
す。
　

　

子育て支
援課

長湫北保育園再
整備事業（新
規）

25,242

　長湫北保育園は施設の老朽化が進み、送迎のための駐
車スペース確保も課題になっていることから、新しい園
舎を建設します。平成２６年度は設計委託を実施しま
す。
　

　

子育て支
援課

民間保育所運営
費補助事業（新
規）

92,936

　待機児童対策として、平成２６年度は新たに民設民営
保育園を２か所設置し、平成２５年度に開園した１園と
合わせ、３園とします。民間保育所の運営に係る経費に
対して補助金を交付し、安定した保育所の運営を行うこ
とにより保育環境の充実を図ります。
　

　

子育て支
援課

民間保育所保育
委託事業（新
規）

188,473
　市内の民営保育所に対し、衛生管理や職員の資質向上
のために必要な経費など、施設の基準を維持するための
費用を、保育する園児数などに応じて支出します。
　

　

保険医療
課

国民健康保険給
付事業（継続）

2,290,341

　市国民健康保険加入者が病気やけがをした際、保険証
を持参して診療を受けることで、診察費用や薬代などの
医療費について、一部の本人負担を除いた残りを健康保
険が負担し、健康で安心して暮らしていける環境を整え
ます。
　

　

保険医療
課

国民健康保険特
定健診等事業
（継続）

36,171

　市国民健康保険加入者を対象に特定健康診査を実施
し、メタボリックシンドローム該当者及び予備群と診断
された人に特定保健指導を行うことで、生活習慣病を予
防します。
　

　

保険医療
課

福祉医療費助成
事業（継続）

585,291

　１５歳になる年度の末までの子ども、障がい者、精神
障がい者、母子家庭等の方が医療機関等を受診した際
に、保険診療分の医療費が無料になるよう自己負担額を
助成し、安心して暮らしていける環境を整えます。
　

　

健康推進
課

５歳児健康診査
事業（新規）

1,776

　支援の必要な発達障がい児を、保護者アンケートや相
談事業を通したスクリーニングで早期に発見し、就学へ
の移行が円滑かつ適正にできるよう支援する体制を整備
します。
　

　

健康推進
課

妊婦健康診査事
業（継続）

68,537
　妊婦の健康管理の充実を図るため、母子保健法に基づ
いて１４回実施される妊婦健康診査の、費用の一部を助
成します。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

健康推進
課

未熟児養育医療
費給付事業（継
続）

5,004
　未熟児の健康の保持・増進のため、養育のため病院又
は診療所に入院する未熟児に対し、その養育に必要な医
療費の給付を行います。
　

　

健康推進
課

予防接種事業
（継続）

186,456
　感染症を予防するため、予防接種法に基づき各種予防
接種事業を実施します。
　

　

健康推進
課

健康づくり推進
事業（継続）

2,410
　市民の健康増進を図るため、平成２５年度に策定した
第２次健康づくり計画に基づいて、健康に関する講座の
実施や、体操の普及等の事業を実施します。
　

　

健康推進
課

歯周疾患検診事
業（継続）

1,694
　虫歯や歯周病の早期発見、早期治療を目的に、２０歳
及び３０歳から７０歳までの５歳きざみの方を対象に実
施します。
　

　

健康推進
課

各種検診事業
（歯周疾患検診
を除く）（継
続）

91,674

　市民の健康増進を図るため、疾病の早期発見、早期治
療を図る目的で、胃・大腸がん・乳がん等検診事業を実
施します。また、子宮がん検診については、２０歳から
４０歳までの５歳きざみの方を対象に、検診費用の助成
を継続します。
　

　

健康推進
課

成人風しんワク
チン接種助成事
業（継続）

3,077

　風しんの流行と次期流行への対応として、成人の風し
ん抗体検査とワクチン接種の費用を助成することで、妊
娠期の風しん罹患による先天性風疹症候群の発生を予防
し、健全な胎児の出産促進を図ります。
　

予算額（千円）

　

土木課
道路付属物総点
検事業（新規）

34,851
　道路照明灯等の道路付属物の適正な維持管理のため、
道路ストック総点検を行います。（道路照明灯480基、
大型道路標識48基、大型擁壁2箇所、横断歩道橋2橋）
　

　

土木課
橋梁長寿命化対
策事業（継続）

48,205

　市内の橋梁について、予防的な修繕・計画的な架け替
えを行うため、橋梁の長寿命化及び耐震化を実施し、安
全で快適な道路を整えます。（橋梁長寿命化詳細設計6
橋、橋梁長寿命化修繕工事6橋、耐震対策工事4橋）
　

　

土木課

幹線道路景観連
続照明設置事業
（長久手古戦場
駅前通り線）
（継続）

21,104
　市の新しいシンボルコアとなる、長久手中央地区の長
久手古戦場駅前通り線に連続照明を設置し、景観の整備
を行います。（連続照明設置18基）

　

　

土木課
バスシェルター
設置事業（継
続）

62,052

　リニモの長久手古戦場駅前は、交通拠点、商業拠点な
どの複合機能が集積するため、駅前広場にバスシェル
ターを設置し、利用者の利便性を高めます。（バスシェ
ルターL=190ｍ、W=2.0ｍ）
　

　(7)　建設部

課　名 事業名 事業の概要
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

土木課
幹線道路整備計
画策定事業（継
続）

8,185

　近年、土地区画整理事業の進展などにより市内の状況
は大きく変化し、各所で交通集中による慢性的な渋滞が
生じています。この問題を解決するため、大型商業施設
の開業等に伴い増大が見込まれる自動車交通需要の今後
の見通しも踏まえて、幹線道路の整備計画を策定しま
す。
　

　

土木課
藤ノ木川護岸改
修事業（継続）

46,000

　藤ノ木川は長久手市と名古屋市の行政界に位置し、名
古屋市側については下流部を含め改修済みとなっている
ため、長久手市側について下山土地区画整理事業の進捗
に合わせ、平成２６年度は橋梁の架け替えを行います。
（ボックス橋梁　1橋）
　

　

土木課
八草線舗装修繕
事業（新規）

34,020

　劣化が進んでいる八草線の舗装修繕を行います。部分
的な簡易補修では十分な耐久性が確保できず、根本的な
路床改良を含む全面的な修繕を行うことで、安全で快適
な道路を整えます。（舗装修繕工事A=2,400㎡）
　

　

土木課
街路樹再整備事
業（新規）

50,400

　市役所の前面を通過する県道田籾名古屋線について
は、長久手市の顔となる路線であることから、植栽の再
整備を行い、市のイメージアップを図ります。（整備延
長L=1,300ｍ）
　

　

土木課
旧市街地生活道
路整備検討事業
（新規）

1,980

　岩作旧市街地における、狭あい道路など生活環境にか
かわる課題の解決を図るため、まちづくりに関する具体
的な整備計画を住民主導で策定できるよう、勉強会を開
催します。
　

　

都市計画
課

駐輪場整備事業
（新規）

93,519

　長久手中央土地区画整理組合の事業進捗に合わせ、リ
ニモの長久手古戦場駅周辺について、シンボル・コアと
しての賑わいの創出や、リニモの利用促進を目的とし
て、駐輪場を整備します。
　

　

都市計画
課

都市計画街路新
設改良事業（新
規）

27,621

　土地区画整理事業により長久手中央地区が交通拠点と
なることから、駅前広場への円滑なアクセスを促すた
め、長久手古戦場駅前通り線を整備します。（整備延長
L=約200ｍ）
　

　

都市計画
課

長久手中央都市
公園事業（継
続）

137,059

　長久手中央土地区画整理組合の事業進捗に合わせ、高
齢者から子供まで利用できるよう、それぞれ特色のある
１～４号公園を順次整備します。平成２６年度は、１号
公園及び２号公園を整備します。（１号公園約1,800
㎡、２号公園約2,000㎡）
　

　

都市計画
課

木造住宅耐震診
断事業（継続）

1,800

　大地震が発生した際の人的・経済的損失を少なくする
には、住宅や建築物の耐震化を促進し、倒壊を防ぐこと
が重要になります。このため、市耐震改修促進計画に基
づき、昭和５６年以前の木造住宅を対象に無料耐震診断
を行います。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

都市計画
課

耐震改修促進計
画改訂事業（新
規）

4,083

　平成１９年度に策定した市耐震改修促進計画の進捗状
況を確認し、耐震改修促進法の一部改正や、平成２３年
度に愛知県耐震改修促進計画が改訂されたことに合わせ
て、計画内容や目標年次などを見直します。
　

　

都市計画
課

住宅耐震改修費
等補助事業（継
続）

23,379

　市の無料耐震診断等で、耐震化が必要とされた木造住
宅の耐震改修工事費や、旧耐震基準の共同住宅の耐震改
修工事費について、費用の一部を助成します。また、耐
震化が必要な木造住宅を所有する災害弱者に対して耐震
シェルター設置費の一部を助成し、被災時の減災に努め
ます。
　

　

区画整理
課

長久手中央土地
区画整理補助事
業負担金・助成
金（拡大）

436,675

　市の新たなシンボル・コア整備に向け、長久手中央土
地区画整理事業の円滑な事業進捗が図られるよう、組合
に対して補助事業負担及び助成を行い、組合事業の推進
を支援します。これを財源として、組合は宅地造成や道
路・緑道築造、排水施設築造など面的整備を行います。
　

　

区画整理
課

下山土地区画整
理組合助成金
（継続）

65,000

　周辺市街地環境と調和した質の高い居住環境形成の早
期実現に向け、下山土地区画整理事業の円滑な事業運営
が図られるよう、組合に対して助成を行い、組合事業の
推進を支援します。これを財源として、組合は既存建物
等の調査業務や物件移転、一部造成工事に着手します。
　

　

区画整理
課

公園西駅周辺土
地区画整理事業
（特別会計）
（継続）

1,440,730

　緑豊かな周辺環境とリニモ公園西駅周辺といった立地
条件を活かした良好な市街地環境の整備を実施し、地域
住民の利便性向上を図ります。平成２６年度は物件移転
のほか、宅地造成や道路・調整池・排水施設築造など面
整備工事に着手します。
　

　

区画整理
課

公園西駅周辺土
地区画整理関連
事業（継続）

402,795

　公園西駅周辺土地区画整理事業の進捗に合わせ、地区
計画等の都市計画決定図書の作成、関連道路の改良整備
に必要となる道路用地の用地購入、物件移転補償調査及
び物件移転、各種調査測量設計等を行います。
　

　

下水道課

下水道事業企業
会計化（法適用
化）及び浄化セ
ンター長寿命化
計画等策定事業
（新規）

46,632

　総務省による地方公営企業会計制度の見直しにより、
現在地方公営企業法の適用を受けていない公営企業につ
いても、法適用とする動きが本格化しているため、平成
３０年度ごろを目処に法適用化の準備を進めます。ま
た、浄化センターについては、建築から１７年以上経過
しており機械設備等の老朽化が進んでいるため、長寿命
化計画を策定します。
　

　

下水道課

浄化センター・
中継ポンプ場・
マンホールポン
プ維持管理事業
（継続）

305,035
　市街地の水質保全と生活環境の改善のため、長久手浄
化センター・長久手中継ポンプ場・マンホールポンプを
適切に維持管理します。
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

下水道課
長久手南部浄化
センター維持管
理事業（継続）

60,516
　長久手南部市街地の水質保全と生活環境の改善のた
め、長久手南部浄化センター及びマンホールポンプを適
切に維持管理します。
　

　

下水道課
管渠整備事業
（公共下水道事
業）（継続）

238,363

　公共下水道認可区域880haのうち、平成２５年度末で
約695haの面整備が完了します。平成２６年度は中央地
区及び長久手第１１汚水幹線の汚水管整備工事を行いま
す（別図：事業箇所図参照）。これにより、平成２６年
度末の整備率は、約８０％になる見込みです。
　

　

下水道課

熊張苑・マン
ホールポンプ等
維持管理事業
（継続）

14,735
　農業用用排水の水質保全及び生活環境の改善を図り、
併せて公共用水域の水質保全のため、熊張苑及びマン
ホールポンプを適切に維持管理します。

　

　

下水道課

前熊苑・マン
ホールポンプ等
維持管理事業
（継続）

28,396
　農業用用排水の水質保全及び生活環境の改善を図り、
併せて公共用水域の水質保全のため、前熊苑及びマン
ホールポンプを適切に維持管理します。

　

予算額（千円）

　

総務課
消防庁舎空調設
備工事事業（新
規）

18,087

　消防庁舎空調設備の老朽化により故障の発生頻度が高
くなっている３階空調設備（３０年経過）及び２階仮眠
室エアコン室内機（１６年経過）を更新、部品交換しま
す。更新することで故障の防止及び光熱水費の削減を図
ります。
　

　

総務課
救急車購入事業
（消防署）（新
規）

32,261

　人口増加や高齢化の進展により、今後も救急需要が引
き続き高水準で推移することが見込まれることから、高
度救命資機材を装備した高規格救急自動車を更新し、救
命率の向上に努めます。
　

　

総務課
耐震性貯水槽設
置事業（新規）

23,685

　火災発生時の消火活動用水を確保するため、瀬戸大府
東海線沿線（岩作中権代地内）に耐震性貯水槽４０ｔ
を、長久手中央１号公園に耐震性貯水槽１００ｔを設置
します。
　

予算額（千円）

　

教育総務
課

東小学校校舎増
築事業（新規）

227,590

　市東部三ケ峯地区の民間宅地開発や、公園西駅周辺土
地区画整理事業により児童数の増加が予測されるため、
東小学校の校舎増築工事を２か年で行い、平成２７年度
末の完成を目指します。
　

　(9)　教育部

課　名 事業名 事業の概要

　(8)　消防本部

課　名 事業名 事業の概要
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予算額（千円）課　名 事業名 事業の概要
　

教育総務
課

小中学校屋内運
動場改修事業
（新規）

13,789

　小中学校の屋内運動場（体育館）は、被災時には地域
住民の避難場所として重要な役割を担っています。屋内
運動場天井等の耐震対策工事を平成２７年度に実施する
ため、平成２６年度は改修工事の設計を行います。（屋
内運動場改修設計：北小学校・南小学校・市が洞小学
校・南中学校、武道場改修設計：南中学校・北中学校）
　

　

教育総務
課

私立高等学校等
授業料補助事業
（新規）

8,400
　私立高等学校などに通う生徒の保護者の負担を軽減す
るため、授業料の一部を助成します。

　

　

給食セン
ター

給食調理業務
（継続）

407,708

　地元産の野菜を使用し、地産地消の推進を図ります。
また、旬の食材を使用し、郷土料理等を取り入れ、調理
方法を工夫した献立で食育の推進を図ります。育ち盛り
の児童・生徒等の健全な成長を促す多様な献立の作成、
給食の提供を図ります。
　

　

給食セン
ター

給食管理業務
（継続）

65,920

　給食センターの施設及び設備を適切な状態に保ち、給
食調理業務が円滑に行えるよう法定点検を始め設備・機
器類の定期的な保守点検を行います。調理場内の温度・
湿度管理のための空調機器保守点検、細菌等の拡散を防
ぐための自動扉保守点検、夜間電力を利用した給湯設
備、電気式ボイラーによる蒸気発生設備等の保守点検を
行います。
　

　

中央図書
館

図書館業務用端
末更新事業（新
規）

6,128
　平成２６年４月に図書館業務用端末の長期リース契約
が終了するため、新たに５月から５年間の長期リース契
約を行います。（図書館業務用端末リース・保守契約）
　

予算額（千円）

　

監査委員
事務局

工事監査事業
（継続）

195

　財務に関する事務の執行等が適正に行われているかを
確認する定期監査の一環として、工事監査を実施しま
す。事務的観点からの監査とあわせて、工事技術の専門
的な部分も監査の対象とすることから、専門的知識を有
する技術士に調査を委託し、その調査結果を基に監査報
告を行います。
　

課　名 事業名 事業の概要

　(10)　監査
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単位：千円

基本方針１　万博理念を継承し、自然・環境にこだわるまち 788,734

１　環境にやさしいまちをつくる 6,530
（１）低炭素社会の推進 606

・エコマネーシステム事業 606
など

（２）地球環境に関する知識の啓発と推進 620
・環境講座 108

など
（３）温室効果ガス削減の推進 5,304

・太陽光発電システム設置補助金 4,000
・雨水貯留槽設置補助金 500

など
２　ごみの減量化・資源化を進める 380,523

（１）ごみの減量化・資源化 374,680
・尾張東部衛生組合負担金 151,236
・尾張旭市長久手市衛生組合負担金 59,511
・プラスチック製容器包装処理事業 11,554

など
（２）ながくてエコハウスの活用 5,843

・ながくてエコハウスの管理 5,843
３　公害のないまちをつくる 3,354

（１）発生源対策の推進 3,354
・環境保全対策事業 3,195

など

平成26年度一般会計予算案のあらまし

　一般会計歳出として、第５次総合計画で示された将来像「人が輝き　緑があ
ふれる　交流都市　長久手」を達成するために次の５つの柱を基本方針として
諸事業を計上しました。

４　だれもが憩い親しむ公園緑地を整える 258,048
（１）公園緑地の整備 252,058

・都市公園維持管理事業 68,451
・緑道維持管理事業 21,791
・都市公園整備事業 139,309

など
（２）緑化の推進 5,990

・あいち森と緑づくり事業交付金 3,000
・屋上・壁面緑化助成金 1,000

など
５　豊かな自然環境を次世代に継承する 3,490

（１）自然環境の保全 3,490
・自然環境調査事業 2,376
・自然環境・生態系保全施設管理費 642

など
６　うるおいある水辺空間を整える 82,260

（１）適正な維持管理の強化 82,260
・河川維持修繕事業 21,449
・河川修繕事業 56,862

など
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７　農のあるくらし・農のあるまちを支える 54,529
（１）遊休農地の解消 5,867

・新規就農総合支援事業 2,625
・農楽校事業 1,925
・市民農園事業 1,242

など
（２）環境保全型農業の振興 15,887

・農業用施設維持修繕事業 5,000
・地域農業整備促進事業費 699

など
（３）都市農村交流・体験活動の拡充 18,023

・田園バレー交流施設管理事業 16,476
・長久手田園バレー推進事業 1,547

（４）自然環境体験活動の推進 14,752
・平成こども塾事業 14,752

基本方針２　リニモでにぎわい交流するまち 2,288,838
１　魅力ある市街地を創り出す 941,870

（１）魅力ある新たな市街地の整備 539,085
・長久手中央土地区画整理助成金 400,000
・下山土地区画整理助成金 65,000

など
（２）リニモを生かした新しい地域整備 402,785

・公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計繰出金 259,729
など

２　地区の特性に合った住まいを誘導する 946
（１）人にやさしく安心・安全な住宅の誘導 946

３　安全で快適な道路を整える 461,175
（１）幹線道路の整備 121,536

・幹線道路景観連続照明設置事業 21,104
・幹線道路整備計画策定事業 8,185
・瀬戸大府東海線整備事業 714

など
（２）市道の整備・維持管理 239,054（２）市道の整備・維持管理 239,054

・長久手中央土地区画整理関連道路事業 62,052
・八草線舗装修繕事業 34,020

など
（３）道路交通の安全確保・円滑化 50,185

・橋梁長寿命化等修繕事業 48,205
・旧市街地生活道路整備検討事業 1,980

（４）景観や環境に配慮した道路整備 50,400
・街路樹再整備事業 50,400

４　下水道を整え、清潔・快適・安全なまちをつくる 591,210
（１）管渠整備 545,555

・公共下水道事業特別会計繰出金 545,555
（２）下水道計画区域の拡大 45,655

・農村集落家庭排水施設特別会計繰出金 45,630
など

５　快適で便利な交通移動を確保する 100,335
（１）リニモを軸とした交通拠点の充実 4,883

・地域公共交通会議負担金 4,007
など

（２）バス路線網整備の充実 95,452
・巡回バス事業 95,452

６　駐車場・駐輪場を整え、良好な生活環境をつくる 97,380
（１）駐車場・駐輪場の確保・整備の検討 97,380

・駐車場の管理・整備 97,380
７　魅力ある商工業を活発にする 77,139

（１）商業の振興 77,139
・小規模企業等振興資金貸付預託金 50,000
・商工会補助金 19,000
・市民まつり実行委員会補助金 2,854

など
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８　にぎわいあふれる新たな観光交流を進める 18,783
（１）魅力の創出 18,783

・観光交流推進会議補助金 13,200
・古戦場桜まつり事業 2,569

など

基本方針３　人がいきいきとつながるまち 5,317,439
１　災害に強いまちをつくる 58,543

（１）自主防災組織の確立 8,350
・自主防災用機材の整備 8,250

など
（２）防災体制の強化 18,824

・災害用資機材購入事業 5,250
など

（３）減災のための支援 31,369
・住宅耐震改修費等補助金 23,379

など
２　地域の防犯力を高める 40,848

（１）地域防犯力の向上 16,362
・防犯交通嘱託員報酬 13,481
・セーフティステーションの管理 553

など
（２）防犯ボランティア団体の育成 2,644

・防犯カメラ設置費補助金 2,400
・自主防犯ボランティア講習会 40

（３）夜間でも安心して歩けるまちづくり 21,842
・防犯街路灯の管理 19,695
・防犯街路灯整備事業 2,147

３　交通安全意識を高める気持ちを育む 48,351
（１）交通安全教育の充実 16,224

・交通児童遊園の管理 3,853
・交通指導員報酬 12,356・交通指導員報酬 12,356

など
（２）交通安全啓発の充実 6,438

・交通安全啓発事業 3,285
（３）交通環境の改善 21,000

・交通安全施設設置事業 15,000
など

等
４　障害者が暮らしやすいまちをつくる 607,671

（１）相談支援体制の充実 14,521
・相談支援体制の充実 14,521

（２）障害福祉サービスの充実 590,277
・障がい者自立支援費 401,153
・障害者医療費 83,998
・精神障害者医療費 26,720

など
等

５　ひとり親家庭の自立を支える 161,051
（１）経済的自立の支援 161,051

・児童扶養手当 106,859
・母子家庭等医療費 25,257
・遺児手当 19,404

など
６　地域で支え合う福祉の仕組みをつくる 599,314

（１）地域福祉体制の充実 599,314
・福祉の家管理・運営費 245,050
・生活保護扶助費・事業費 249,213
・社会福祉協議会補助金 87,587

など
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７　高齢者の安心な暮らしと生きがいを支える 202,514
（１）介護予防の充実 39,059

・「食」の自立支援事業 12,904
・健康増進事業助成金 5,035

など
（２）地域支援体制の充実 24,049

・緊急通報システム設置事業 9,592
・在宅医療福祉連携事業 4,858

など
（３）生きがいづくり 58,815

・シルバー人材センター補助金 27,538
・生きがいセンターの管理 7,529
・老人憩の家の管理 2,488

など
等

８　安心して子育てができる環境をつくる 2,449,414
（１）保育の充実 731,043

・長湫北保育園再整備事業 25,242
・保育園の運営 391,742
・民間保育事業 281,409
・病児・病後児保育事業 11,794

など

（２）子育て支援の充実 1,607,735
・児童手当 1,157,769
・子ども医療費 383,204
・児童発達支援事業 38,302
・出産祝金 9,000

など
（３）児童健全育成事業の充実 110,636

・児童クラブの運営 50,080
・児童館の運営 60,367

９　住民を守る消防・救急サービスを充実する 168,901
（１）救急消防体制の強化 142,581（１）救急消防体制の強化 142,581

・消防車両等整備事業 32,408
・通信指令業務共同運用維持管理負担金 12,478

など
（２）地域消防防災力の強化 19,455

・消防団手当 19,455
（３）救急体制の充実・高度化 6,865

・救急業務 6,865
１０　安心して暮らせる地域の医療体制を整える 53,872

（１）救急医療体制の充実 53,872
・公立陶生病院組合負担金 44,809

など
１１　生活習慣病を予防する保健サービスを充実する 322,856

（１）検診・保健指導の充実 103,207
・成人保健事業 90,837

など
（２）感染症予防の強化 219,649

・予防接種事業 191,818
など

１２　住民の健康づくりを支える 101,390
（１）健康増進事業の実施 98,980

・母子保健事業 98,980
・健康づくり推進事業 2,410

１３　食育を進め、健康な暮らしを支える 489,201
（１）子どもに対する食育の推進 489,201

・給食賄材料費 319,790
・給食センターの管理・運営 169,278

など
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１４　やすらぎのある墓園を整える 10,576
（１）墓地の拡充 10,576

・卯塚墓園事業特別会計繰出金 10,520
など

１５　安心で安全な消費生活を支える 2,937
（１）消費者相談体制の充実 2,937

・消費生活相談事業 1,644
など

基本方針４　文化をみがき、人が輝くまち 1,505,497
１　子どもの確かな学力と生きる力を培う 945,145

（１）学校施設整備の充実 263,379
・東小学校校舎増築事業 226,605
・屋内運動場改修工事設計事業 9,018

など
（２）教育内容の充実 681,766

・小学校管理費及び振興費 224,097
・中学校管理費及び振興費 139,283
・学校講師報酬 76,744
・瀬戸養護学校負担金 11,778

など
２　住民の自主的な生涯学習活動を支える 96,365

（１）自主的な学習の支援 81,606
・中央図書館の運営 81,396

など
（２）学習機会の提供 10,317

・放課後子ども教室事業 7,077
など

（３）学習の場の充実 4,442
・公民館の運営 4,442

３　輝きを持った青少年の育成を支える 2,542
（１）健全な家庭づくりの支援 546

・家庭教育推進事業 540
などなど

（２）青少年健全育成体制の充実 869
・青少年健全育成事業 869
等

４　文化・芸術に親しむ場と機会を充実する 340,534
（１）文化芸術環境の発展 290,952

・文化の家の管理 243,998
・文化の家自主事業 46,744

など
（２）市固有の伝統文化の継承 49,582

・色金山歴史公園の管理 10,747
・古戦場野外活動施設の管理 9,515
・警固祭り補助金 3,700
・古戦場公園再整備事業 3,000

など
５　だれもが楽しむ生涯スポーツを進める 113,534

（１）スポーツ活動の推進 86,484
・スポーツの杜の管理 44,163
・杁ケ池体育館の管理 18,565

など
（２）スポーツ施設の再整備 1,596

・スポーツ施設整備費 1,596
（３）スポーツ振興体制の強化 25,454

・体育協会等補助金 6,985
・総合型地域スポーツクラブ運営事業費 4,296

など
６　男女がともに尊重し、協力し合うまちをつくる 457

（１）男女共同参画社会に向けての意識改革と人権尊重 457
・男女共同参画事業 457
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７　地域全体で国際交流を進める 6,920
（１）国際交流事業の充実 1,858

・姉妹都市交流事業 1,858
（２）国際交流協会の充実 5,062

・市国際交流協会補助金 2,340
など

基本施策５　みんなの力を結集する自治と協働のまち 519,948
１　住民と行政が協働するまちづくりを進める 22,941

（１）住民活動がしやすい環境づくり 21,864
・まちづくりセンターの管理・運営 7,787
・交流プラザの管理・運営 7,142
・協働まちづくり活動助成金 1,100

など
２　地域住民が交流する自律的なまちをつくる 40,638

（１）コミュニティ活動拠点の整備 10,840
・地域共生ステーション整備事業 3,124
・集会所修繕事業 7,716

（２）コミュニティ活動の啓発・支援 29,798
・地域共生ステーション管理費 10,398
・コミュニティ推進事業補助金 7,049
・住民プロジェクト推進事業 5,691
・自治基本条例策定事業 3,388

など
３　行政情報を提供し、住民意見を聴く機会を充実する 58,121

（１）広報内容の充実 29,161
・広報の発行 23,813

など
（２）住民ニーズの把握 1,329

・幸せのモノサシづくり事業 1,329

（３）ＣＡＴＶの活用 27,631
・ケーブルテレビ番組制作事業 27,631・ケーブルテレビ番組制作事業 27,631

４　合理的で効果的な行政運営を行う 357,382
（１）効率的な行政運営の確立 264,044

・電算管理処理費 105,204
など

（２）公正・透明な行政運営の確立 2,198
・工事技術監査 195

など
（３）庁舎の整備 91,140

・市役所庁舎等環境整備工事 14,496
など

５　住民の要請に的確に対応する職員を育てる 40,866
（１）人材育成の推進 40,866

・職員研修 5,413
など

予算総額 千円

総合計画事業費総額 10,420,456 千円

16,010,000
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一般会計予算　歳入の構成比

一般会計予算　歳出の構成比

民生費

38.9%

土木費

16.0%

教育費

14.9%

総務費

12.4%

衛生費

6.8%

公債費

4.0%

消防費

3.9%

その他

3.1%

義務的

経費

44.0%

消費的

経費

33.4%

投資的

経費

10.5%

その他

12.1%

歳出

160億

1,000万円

市税

60.4%

繰入金

4.1%

諸収入

4.0%

分担金・負担金

1.9%

繰越金・寄附金等

1.2%

使用料及び手数料

0.9%

国庫支出金

13.0%

県支出金

5.6%

市債

2.8%

各種交付金、

地方特例交付金

5.1%

地方譲与税

0.7%
地方交付税

（特別）

0.3%

自主

財源
72.5%

依存

財源

27.5%
歳入

160億

1,000万円
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歳入予算の推移

金額単位：百万円

596
622 556

572
6401,793

1,778 1,635

1,751 1,298

1,339

1,898 2,088
1,673 2,080745

722 786 733
8911,900

1,555
1,830 1,550

1,433

市税 諸収入 その他の自主財源

国庫支出金 県支出金 その他の依存財源

8,637 8,805 8,946
9,401 9,668

H22 H23 H24 H25 H26

自
主
財
源
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歳出予算の推移

金額単位：百万円

2,789

2 2
1

2
2

2,868 3,059
3,070

3,359 3,624

267
271

289

288 292
879

888
927

990
1,434

1,642
1,737

1,745
2,142

1,940

人件費 扶助費 公債費

普通建設事業費 災害復旧費 物件費

維持補修費 補助費等 その他

そ
の
他
の
経
費

3,371 3,533 3,491 3,532 3,673

2,197
2,555 2,727 2,529

2,723

720

746 800 977 648

3,063
2,591

2,789

1,861 1,674

2

H22 H23 H24 H25 H26

義
務
的
経
費

投
資
的

経

費
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標準財政規模・市債残高・基金残高の推移（一般会計）

単位：千円

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

標準財政規模 9,219,081 9,255,635 9,519,152 9,741,803 9,893,300

年度末市債残高 6,749,654 6,749,637 6,748,851 6,746,412 6,803,114

年度末基金残高 6,163,114 5,790,359 5,343,859 4,482,532 3,889,966

人口（各年4月1日） 48,069 48,785 49,832 51,806 52,908

市民一人あたり
年度末市債残高

140 138 135 130 129

市民一人あたり
年度末基金残高

128 119 107 87 74

標準財政規模 年度末市債残高 年度末基金残高

（見込）

（見込）

※平成25年度決算は現在の見込額、平成26年度決算は当初予算計上額による
見込額です。

0

20

40

60

80

100

120

H22 H23 H24 H25 H26

金額単位：億円
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0
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0
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 5
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.1

△
 3
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 5

0
.0
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方
特

例
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,0

0
0

0
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45
,0

0
0
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3

4
9,

7
08

0
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5,
0
00

11
.1
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0
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9
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42
,0

0
0

0
.3

50
,0

0
0

0.
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0,

0
00

0
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 8
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00
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.0

△
 8
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00

△
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.0

1
0

交
通
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全
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10
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△
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　　　　単位：千円・％

節 細節 平成26年度 平成25年度 差引 増減率

1 報酬 401,488 383,975 17,513 4.6

2給料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別職給料 19,200 19,200 0 0.0

一般職給料 1,463,300 1,411,600 51,700 3.7

計 1,482,500 1,430,800 51,700 3.6

3 職員手当等 扶養手当 38,640 41,300 △ 2,660 △ 6.4

地域手当 89,840 90,100 △ 260 △ 0.3

時間外勤務手当 108,175 87,228 20,947 24.0

管理職手当 40,650 36,550 4,100 11.2

特殊勤務手当 6,470 6,820 △ 350 △ 5.1

宿日直手当 0 1,350 △ 1,350 △ 100.0

期末手当 378,350 360,500 17,850 5.0

勤勉手当 191,900 180,700 11,200 6.2

通勤手当 25,930 26,330 △ 400 △ 1.5

住居手当 31,330 32,100 △ 770 △ 2.4

児童手当 23,970 23,201 769 3.3

休日勤務手当 17,280 18,330 △ 1,050 △ 5.7

夜間勤務手当 5,500 5,200 300 5.8

議員期末手当 30,221 31,769 △ 1,548 △ 4.9

計 988,256 941,478 46,778 5.0

4 共済費 短期負担金 107,600 104,170 3,430 3.3

長期負担金 290,700 276,850 13,850 5.0

福祉負担金 5,180 5,215 △ 35 △ 0.7

追加費用 55,810 61,560 △ 5,750 △ 9.3

事務費負担金 4,900 4,100 800 19.5

社会保険料 48,300 40,700 7,600 18.7

雇用保険料 7,281 6,747 534 7.9

労災保険料 1,339 1,094 245 22.4

介護保険負担金 8,440 8,440 0 0.0

その他事業別細節 51,114 57,056 △ 5,942 △ 10.4

共済費 計 580,664 565,932 14,732 2.6

5 災害補償費 2 2 0 0.0

7 賃金 287,251 229,503 57,748 25.2

8 報償費 88,997 86,695 2,302 2.7

一般会計予算歳出節別細節別集計表
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節 細節 平成26年度 平成25年度 差引 増減率

9 旅費 普通旅費 4,401 2,588 1,813 70.1

特別旅費 10,026 6,992 3,034 43.4

費用弁償 8,644 8,125 519 6.4

計 23,071 17,705 5,366 30.3

10 交際費 議長交際費 500 500 0 0.0

市長交際費 800 800 0 0.0

選挙管理委員長交際費 10 10 0 0.0

農業委員会会長交際費 25 50 △ 25 △ 50.0

消防交際費 30 30 0 0.0

教育委員会委員長交際費 120 120 0 0.0

計 1,485 1,510 △ 25 △ 1.7

11 需用費 消耗品費 176,719 158,900 17,819 11.2

燃料費 9,409 9,215 194 2.1

食糧費 2,486 2,497 △ 11 △ 0.4

印刷製本費 87,694 79,102 8,592 10.9

光熱水費 414,922 365,191 49,731 13.6

修繕料 87,760 97,142 △ 9,382 △ 9.7

賄材料費 327,013 317,337 9,676 3.0

飼料費 402 420 △ 18 △ 4.3

医薬材料費 4,196 3,838 358 9.3

給食費　 0 47,448 △ 47,448 △ 100.0

保育材料費 0 7,426 △ 7,426 △ 100.0

計 1,110,601 1,088,516 22,085 2.0

12 役務費 通信運搬費 74,717 72,625 2,092 2.9

広告料 1,577 1,534 43 2.8

筆耕翻訳料 1,079 1,197 △ 118 △ 9.9

火災保険料 1,855 1,876 △ 21 △ 1.1

自動車損害保険料 2,969 2,632 337 12.8

損害保険料 8,062 7,745 317 4.1

車検手数料 1,590 1,649 △ 59 △ 3.6

自動車点検手数料 943 948 △ 5 △ 0.5

洗車手数料 979 108 871 806.5

その他事業別細節 64,541 59,329 5,212 8.8

役務費 計 158,312 149,643 8,669 5.8

13 委託料 1,942,108 1,683,249 258,859 15.4
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節 細節 平成26年度 平成25年度 差引 増減率

14 使用料及び 駐車場使用料 159 171 △ 12 △ 7.0

賃借料 道路通行料 634 70 564 805.7

放送受信料 2,253 2,064 189 9.2

自動車借上料 13,249 13,948 △ 699 △ 5.0

ファックス賃借料 97 131 △ 34 △ 26.0

コンピュータ賃借料 82,667 60,637 22,030 36.3

コピー機使用料 18,815 18,726 89 0.5

入場料 693 992 △ 299 △ 30.1

その他事業別細節 172,764 216,675 △ 43,911 △ 20.3

使用料及び賃借料計 291,331 313,414 △ 22,083 △ 7.0

15 1,084,798 1,395,787 △ 310,989 △ 22.3

16 1,985 1,909 76 4.0

17 87,438 80,002 7,436 9.3

18 97,519 118,556 △ 21,037 △ 17.7

19 2,086,391 1,565,728 520,663 33.3

20 2,639,607 2,450,762 188,845 7.7

21 50,000 50,000 0 0.0

22 38,193 23,786 14,407 60.6

23 676,715 1,008,125 △ 331,410 △ 32.9

24 0 281,000 △ 281,000 △ 100.0

25 57,434 60,783 △ 3,349 △ 5.5

27 952 1,329 △ 377 △ 28.4

28 1,812,902 1,729,811 83,091 4.8

29 20,000 20,000 0 0.0

合計 16,010,000 15,680,000 330,000 2.1

予備費

公課費

投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

扶助費

繰出金

積立金

償還金、利子及び割引料

貸付金

工事請負費

原材料費

公有財産購入費

備品購入費

負担金、補助及び交付金
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１　入湯税
単位：千円

入湯税予算額（Ａ） 18,500

充当事業 予算額 特定財源 充当可能額

消防施設等の整備 94,892 12,709 82,183

観光振興 16,214 0 16,214

観光施設の整備 22,500 0 22,500

合       計 133,606 12,709 120,897

充当額（Ｂ） 18,500

充当率（Ｂ/Ａ） 100%

差引一般財源 102,397

２　都市計画税

単位：千円

都市計画税予算額（Ａ） 652,403

充当事業 予算額 特定財源 充当可能額

125,201 118,382 6,819

公園整備及び管理事業費 227,871 139,394 88,477

都市計画総務諸経費 5,825 933 4,892

402,795 177,695 225,100

83,156 65,661 17,495

501,675 465,000 36,675

430,811 50,000 380,811

合       計 1,777,334 1,017,065 760,269

充当額（Ｂ） 652,403

充当率（Ｂ/Ａ） 100%

差引一般財源 107,866

土地区画整理組合事業負担
金・助成金

下水道整備事業費
（公共下水道事業特別会計の公債
費の一般財源部分）

長久手中央土地区画整理関連
道路事業費

目的税充当事業（平成26年度予算）

街路新設改良事業費

公園西駅周辺土地区画整理事
業関連諸経費
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（歳入）

地方消費税交付金（社会保障財源化分） 108,333 千円

（歳出）

社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 1,499,385 千円

単位：千円

国県
支出金

市債 その他

社会保障財
源化分の地
方消費税交

付金

その他

児童措置事業 1,157,769 987,412 36,111 134,246

生活保護扶助事業 234,757 177,725 1 36,111 20,920

母子福祉事業 106,859 35,619 1 36,111 35,128

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社会福祉

※消費税率（国・地方）については、平成26年4月1日より引き上げられることとな
り、地方消費税率についても1%から1.7%に引き上げられます。引き上げ後の地方消費
税率が適用された地方消費税が国・県を通じ市町村に交付されるまでには、一定期間
を要することから、地方消費税交付金650,000千円の12分の2に相当する額を社会保障
経費に充てることとしています。

母子福祉事業 106,859 35,619 1 36,111 35,128

1,499,3851,200,756 0 2 108,333 190,294合計
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年度 一般会計予算額
対前年
増減率

特別会計予算額
対前年
増減率

合　　　　　計
対前年
増減率

元 5,641,000 △ 4.1 1,727,479 6.3 7,368,479 △ 1.9

2 6,666,000 18.2 1,830,933 6.0 8,496,933 15.3

3 8,680,000 30.2 4,368,428 138.6 13,048,428 53.6

4 8,100,000 △ 6.7 4,647,428 6.4 12,747,428 △ 2.3

5 8,900,000 9.9 6,074,755 30.7 14,974,755 17.5

6 9,888,000 11.1 6,644,021 9.4 16,532,021 10.4

7 10,100,000 2.1 6,263,076 △ 5.7 16,363,076 △ 1.0

8 13,820,000 36.8 6,032,394 △ 3.7 19,852,394 21.3

9 13,658,000 △ 1.2 5,686,761 △ 5.7 19,344,761 △ 2.6

10 10,800,000 △ 20.9 6,155,636 8.2 16,955,636 △ 12.4

11 11,240,000 4.1 5,917,982 △ 3.9 17,157,982 1.2

12 11,020,000 △ 2.0 6,565,992 10.9 17,585,992 2.5

13 12,560,000 14.0 6,566,424 0.0 19,126,424 8.8

14 14,190,000 13.0 7,896,441 20.3 22,086,441 15.5

15 13,560,000 △ 4.4 8,830,562 11.8 22,390,562 1.4

16 14,880,000 9.7 8,434,335 △ 4.5 23,314,335 4.1

17 11,280,000△ 24.2 7,813,172 △ 7.4 19,093,172 △ 18.1

18 11,970,000 6.1 7,983,553 2.2 19,953,553 4.5

19 12,880,000 7.6 8,238,760 3.2 21,118,760 5.8

20 12,630,000 △ 1.9 8,113,333 △ 1.5 20,743,333 △ 1.8

21 13,350,000 5.7 7,312,129 △ 9.9 20,662,129 △ 0.4

22 15,010,000 12.4 7,496,635 2.5 22,506,635 8.9

23 15,380,000 2.5 8,350,524 11.4 23,730,524 5.4

24 15,840,000 3.0 10,260,656 22.9 26,100,656 10.0

25 15,680,000 △ 1.0 8,444,123 △ 17.7 24,124,123 △ 7.6

26 16,010,000 2.1 10,213,771 21.0 26,223,771 8.7

一般会計・特別会計予算規模の推移

単位：千円・％
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